
 

 

問合せ先 
川崎市まちづくり局指導部建築審査課 佐々木 
電話 044-200-3014（内線 37701） 

 

狭あい道路対策事業の方向性及び新たな取組に関する 
パブリックコメントの実施結果を公表します 

 
川崎市における狭あい道路※対策事業のより効果的かつ着実な推進に向けて取りまとめた「狭あい道路対策事業

の方向性及び新たな取組」について、市民の皆様からの御意見を募集した結果、１７通（意見総数３５件）の
御意見をいただきましたので、御意見等の内容とそれに対する本市の考え方を次のとおり公表します。 

本方向性及び新たな取組では、幅員４ｍ未満の狭あい道路について、後退用地の寄附促進等を目的として、
新たにモデル地域を設定の上、これまで建築主が行っていた後退用地の整備や寄附手続を市が行うなどの新たな取
組の方向性と内容について取りまとめております。今回いただいた御意見は、その趣旨が案に沿ったもの、今後の取組
を進めていく上で参考とさせていただくもの、案に対する御質問・御要望等であり、おおむね案の趣旨に沿ったものであ
ったことから、当初の方向性及び新たな取組については変更せず、取組を進めてまいります。 
 ※狭あい道路 公道・私道を問わず、建築基準法第 42 条第 2 項に規定された幅員４ｍ未満の道路 
  

１ 意見の募集期間 
 令和８年５月１日(金)から令和８年６月５日(金)まで 

 
２ 意見の件数 
  １７通（３５件） 

 
意見提出数（意見総数） １７通（３５件） 
内 訳 電子メール（専用フォーム） １４通（２１件） 

郵 送 １通（ １件） 
ファックス ０通（ ０件） 
持 参 ２通（１３件） 

    
 
 
 
 
 
 

３ 添付資料 
狭あい道路対策事業の方向性及び新たな取組に関するパブリックコメントの実施結果について 

 
４ その他 
  意見募集の実施結果については、川崎市ホームページに掲載しております。 

 https://www.city.kawasaki.jp/templates/pubcom/500/0000186377.html 
 

                                                                  ▲市ホームページ 

令 和 ８ 年 ７ 月 ２ ３ 日 
報 道 発 表 資 料 
川 崎 市 （ ま ち づく り 局 ）  

 

https://www.city.kawasaki.jp/templates/pubcom/500/0000186377.html
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狭あい道路対策事業の方向性及び新たな取組に関するパブリックコメントの実施結果について 

１ 概要 

  本市では、狭あい道路（※）対策事業のより効果的かつ着実な推進に向け、モデル地域を設定して新たな取組を開始するため、狭あい道路対策事業の方向性及び

新たな取組について、市民の皆様から御意見を募集しました。 

  その結果、１７通（意見総数３５件）の御意見をいただきましたので、御意見等の内容とそれに対する本市の考え方を次のとおり公表します。 

 

※狭あい道路 公道・私道を問わず、建築基準法第４２条第２項に基づく幅員４ｍ未満の道路 

 

２ 意見募集の概要 
 

題名 狭あい道路対策事業の方向性及び新たな取組への意見募集について 

意見の募集期間 令和８年５月１日（金）～令和８年６月５日（金）  

意見の提出方法 電子メール（専用フォーム）、郵送、ファクス、持参 

意見募集の周知方法 ・市政だより（令和８年５月号掲載）  

・市ホームページ 

・資料の閲覧（かわさき情報プラザ、各区役所の閲覧コーナー、まちづくり局指導部建築審査課） 

・全町内会連合会、南河原町内会連合会、高津町内会連合会への説明 

・市内建築関係団体（川崎市建築設計事務所協会、神奈川県建築士会川崎支部、川崎市建築家の会、神奈川県宅地建物取引業協

会、全日本不動産協会川崎支部、神奈川県土地家屋調査士会）へメール 

・モデル地域候補地３地区の２項道路沿道への戸別配布（約 2,350 戸） 

結果の公表方法 ・市ホームページ 

・資料の閲覧（かわさき情報プラザ、各区役所の閲覧コーナー、まちづくり局指導部建築審査課） 
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３ 意見募集の結果 
 

意見提出数（意見総数） １７通（３５件） 

内 訳 電子メール（専用フォーム） １４通（２１件） 

郵送 １通（ １件） 

ファクス ０通（ ０件） 

持参  ２通（１３件） 

 

４ 御意見の内容と対応 

（１）実施結果 

  ア 実施期間：令和８年５月１日（金）～令和８年６月５日（金）  

  イ 意見総数：１７通 ３５件 

  ウ 意見の対応区分：   

 項目 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 計 

① 狭あい道路対策の制度全般に関すること  １  ７ １ ９ 

② 狭あい道路の整備手法に関すること  ２ １ １６  １９ 

③ モデル地域の選定に関すること    ３ １ ４ 

④ その他  ２   １ ３ 

 合計  ５ １ ２６ ３ ３５ 

【対応区分】Ａ：意見を踏まえ反映したもの Ｂ：意見の趣旨が案に沿ったもの Ｃ：今後の参考とするもの 

 Ｄ：質問・要望で案の内容を説明するもの Ｅ：その他 

 

（２）主な意見と本市の対応 

  ア 主な意見 

    狭あい道路対策の制度全般に関する御意見、狭あい道路の整備手法に関する御提案や御要望、モデル地域の選定に関する御意見などが寄せられまし

た。 

イ 本市の対応 

  いただいた御意見については、その趣旨が案に沿ったもの、今後の取組を進めていく上で参考とさせていただくもの、案に対する御質問・御要望等

であり、おおむね案の趣旨に沿ったものであったことから、当初の方向性及び新たな取組については変更せず、取組を進めてまいります。 
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①狭あい道路対策の制度全般に関すること（９件） 

No. 意見（要旨） 本市の考え方 対応区分 

１ 

取組を早く進めてほしい。 本市では、従来の取組に加え、寄附手続に関する申請者

の負担軽減や手続期間の短縮等を図る新たな取組の有効性

を検証するため、重点地域における本格実施に先立ち、今

年の秋から３年半程度、モデル地域で試行し、効果検証し

ながら取組を進めてまいります。 

Ｂ 

２ 

市の方針が分かりにくく、狭あい道路の拡幅は何十年も進んでいな

いと感じるので、電柱や段差の解消など、できることから計画的に進

めてほしい。 

 また、場所ごとの計画を作成し、できることから速やかに実施する

とともに、整備の支障となる要因の解消に取り組む必要がある。 

狭あい道路の拡幅を促進する新たな取組について、重点

地域での本格実施に先立ち、今年の秋から３年半程度、モ

デル地域で試行し、効果検証を行うこととしています。 

モデル地域で試行的に実施する新たな取組については、

建て替えの機会を捉えた整備に加え、後退用地内に建築物

がなく門塀等のみが設置されている敷地など、建て替えを

伴わない場合でも電柱等の支障物や段差の解消に向けた取

組を進めてまいります。 

モデル地域での新たな取組実施後の整備の進め方につい

ては、市内一律に実施するのではなく、重点地域や優先整

備路線を定め、効果的かつ着実に事業を推進することとし

ております。 

Ｄ 

３ 

リフォームする場合、後退しないので現状が変わらないため、その

場合も行政介入で厳しく後退を要請してほしい。 

新たな取組においては、建築物の建替えを伴わない場合

でも、後退用地内の門塀等の撤去費用の助成や、寄付に必

要な測量、図面作成、後退用地の整備等の支援を行うこと

により、後退用地の寄附を促進し、公道化に向けた取組を

進めてまいります。 

Ｄ 
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No. 意見（要旨） 本市の考え方 対応区分 

４ 

狭あい道路の定義を見直す必要がある。 

国土交通省のガイドラインでは、幅員４ｍ未満でかつ建築基準法第

４２条第２項又は第３項の指定を受けていない道路も含めて狭あい道

路として取り扱っているのに対し、本市における定義は対象範囲が限

定的である。 

また、横浜市狭あい道路の整備の促進に関する条例では、狭あい道

路は幅員４ｍ未満の道で、一般交通の用に供されているものと定義づ

けがされており、横浜市に比べても狭義であるため、狭あい道路の定

義を見直す必要がある。 

本市の狭あい道路対策事業は、着実な拡幅整備が期待で

きるものとして、建て替え時等に道路後退義務が生じる、

建築基準法第４２条第２項の規定に基づく幅員４ｍ未満の

道路（以下「２項道路」という。）を対象として取組を進

めています。 

なお、本事業の実施にあたり参考としている国の狭あい

道路対策に関するガイドラインについては、２項道路を対

象として策定されています。 

Ｄ 

５ 

川崎市がこれまで実施して来た狭あい道路拡幅整備要綱に基づく実

績データを年度別・区別・公道・私道の区分別にお示し下さい。今回

の資料にはＰＤＣＡのフィードバックが何も記載されておりません。 

 

これまでの「狭あい道路拡幅整備要綱」に基づく実績に

ついては、平成１９年度以降の市全体の年度別協議件数等

について把握しており、平成１９年度から令和６年度まで

の１８年間における協議件数は約１２，５００件、協議延

長は概算で約１５０kmとなっております。 

なお、これまでの取組では、市域全体で進めているた

め、区別・公道・私道の区分別の集計は行っておりませ

ん。 

モデル地域で試行実施する新たな取組においては、後退

用地の寄附による公道化を進めることにより、道路として

確実に管理される通行空間の確保を図るとともに、取組開

始時点のモデル地域の実態を調査したうえで、公道化への

取組を実施し、効果の検証を行いながら取組内容を決定

し、重点地域において本格実施してまいります。 

Ｄ 
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No. 意見（要旨） 本市の考え方 対応区分 

６ 

建築基準法上の道路に接していない通路沿いや無接道敷地では建て

替えが困難であり、耐震性や耐火性の低い建物が残存するなど、最も

危険なエリアが取り残されている。こうした中、横浜市では整備促進

路線を戦略的に指定し、また、隣地統合支援などにより無接道敷地の

解消を進めているのに対し、川崎市は２項道路を中心とした取組にと

どまっており、対策が遅れている。 

特に、未指定道路や無接道敷地こそ延焼・閉塞リスクが高いにもか

かわらず対象外とされていることは、安全対策の優先順位に問題があ

る。このため、国のガイドラインや他都市事例も踏まえ、無接道敷地

や未指定通路も含めた支援制度の拡充を図るべきである。 

【ほか同趣旨１件】 

本市では、無接道敷地に対して建築基準法第４３条第２

項第２号に基づく許可制度の活用や、密集市街地における

共同建て替えに対する補助制度により対応を進めていま

す。また、耐震性や耐火性の低い建物に対しては、耐震診

断等の支援を実施しています。 

本市の狭あい道路対策事業は、着実な拡幅整備が期待で

きるものとして、建て替え時等に道路後退義務が生じる２

項道路を対象として取組を進めています。 

なお、本事業の参考としている国の狭あい道路対策に関

するガイドラインについても、２項道路を対象として策定

されています。 

Ｄ 

７ 

建築基準法第１条では、国民の生命、健康及び財産を守り、もって

公共の福祉の増進に資することを目的としている。このように全市民

の防災・減災につながることについては市議会で議論し、要綱ではな

く条例化すべきである。横浜市では平成７年に条例が施行されてお

り、少なくとも川崎市は横浜市に比べて３０年遅れを取っている。条

例化によって予算の確保の新たな道筋をつけることができる。 

本市では、狭あい道路に関する取組について、要綱に基

づき実施しており、建て替え等に伴う狭あい協議について

も建築確認手続との関係からほぼ全ての案件で実施される

など、一定の実効性が確保されているものと認識しており

ます。 

このため、現時点では要綱に基づき取組を進めてまいり

ます。あわせて、引き続き、他都市の取組状況の把握に努

めてまいります。 

Ｄ 

８ 

北部丘陵地における土砂災害特別警戒区域や不適格擁壁などに起因

する道路閉塞リスクが看過されている。「土砂災害・擁壁崩壊による

致命的な道路閉塞リスク」を評価に加えておらず、安全対策として地

域的偏りがある。 

また、横浜市では「崖地防災対策工事助成金」や「宅地擁壁老朽化

対策支援事業」などの支援制度を整備しているのに対し、本市の取組

は建築基準法第４２条第２項道路を中心とした枠組みにとどまってお

り、対策が遅れており、早急に是正すべきである。 

本市では、崖地等に係る対策として、住宅・宅地の安全

と防災に関する専門家による無料相談会の実施、県による

「急傾斜地崩壊対策事業」の促進、また、宅地災害の防止

又は復旧等を目的とした工事に係る費用の一部を助成する

「宅地防災工事助成金制度」を実施しているところです。  

本市の狭あい道路対策事業は、着実な拡幅整備が期待で

きるものとして、建て替え時等に道路後退義務が生じる２

項道路を対象として取組を進めています。 

Ｅ 
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②狭あい道路の整備手法に関すること（１９件） 

No. 意見（要旨） 本市の考え方 対応区分 

９ 

助成により、大きな負担が無く後退用地の寄附まで進められるなら

非常に助かる。 

 

後退用地の寄附の促進については、土地所有者の方の御

負担の軽減が重要であると認識しております。 

モデル地域で試行実施する新たな取組では、申請者の費用

負担の軽減や手続期間の短縮等を図ることにより、寄附を

促進し、取組を進めてまいります。 

Ｂ 

１０ 

狭あい道路の幅員や形状により、緊急車両の通行に不安があること

から、安全に通行できる道路整備を進めてほしい。 

 

狭あい道路については、救急車や消防車の通行など防災

上の観点から重要な課題であり、安全で円滑な通行空間の

確保に向けた整備を進めていく必要があると認識しており

ます。 

モデル地域で試行実施する新たな取組においては、後退

用地の寄附による公道化を進めることにより、道路として

確実に管理される通行空間を確保することが可能であり、

緊急車両の通行等に有効なものと考えておりますが、重点

地域における本格実施に向け、効果検証しながら取組を進

めてまいります。 

Ｂ 
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No. 意見（要旨） 本市の考え方 対応区分 

１１ 

狭あい道路の後退用地は未舗装地が多いように思う。 

既存の２項道路についても市が管理する道路と違い不陸等歩行に支

障を来たす状況が多く見られる。 

浸透舗装にすれば雨水の流出も一定程度防げるし、雨水処理のため

の浸透管または浸透桝を側溝に施工すれば貯留効果も出る（道路内雨

水処理）。 

制度化するためにも、先ずは提供道路部分の市への譲渡依頼を対象

住戸に書面配布したらどうか。 

未舗装等については、本市では後退用地を舗装する制度

があり、狭あい道路沿いで建て替え等の際に実施する「狭

あい道路拡幅整備協議」において制度の案内を行なってお

り、建て替え等の機会を捉えて後退用地の舗装整備を進め

ているところです。 

浸透舗装については、通常の舗装に比べ強度や耐久性に

課題があることから、現時点では採用しておりません。ま

た、浸透管や浸透桝については、地下水位が高い場所や軟

弱地盤の箇所などで設置ができないなどの課題もあること

から、標準的に設置されることとなっておりませんが、今

後の取組を検討する際の参考とさせていただきます。 

なお、新たな取組による後退用地の寄附の促進にあたり

ましては、モデル地域内の対象住戸への書面配布等によ

り、効果的な周知を行ってまいります。 

Ｃ 

１２ 

狭あい道路の後退用地について、モデル地域外では今は市が舗装し

てくれるとのことだが、その後の管理は所有者がやるということで、

将来的に舗装が傷んできたときに、自分で直すとなると何十万円もか

かるので負担が大きいと感じる。 

見た目も使い方もほとんど道路と同じなので、安全面も考えると、

市の方で一定期間ごとに補修してもらえないのかと思う。 

 本市では、私有地である後退用地について、防災上や通

行空間の確保の観点から舗装整備等を実施しております。 

当該用地は引き続き私有地であるため、維持管理につい

ては土地所有者に行っていただくことが基本となります。 

なお、狭あい道路の拡幅を促進する新たな取組につい

て、重点地域での本格実施に先立ち、今年の秋から３年半

程度、モデル地域で試行し、効果検証を行うこととしてい

ます。 

モデル地域外については、モデル地域における取組の効

果や課題を検証しながら、検証の期間内であっても実施で

きるものについて対応することも考えております。 

  

Ｄ 
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No. 意見（要旨） 本市の考え方 対応区分 

１３ 

２項道路に面した部分へのブロック塀設置に高さ６０ｃｍ（３段）

まで等の規制をかけ倒壊による被害を最小限にしたらどうか。 

また、生け垣や手摺など緊急車両侵入・避難路を確保出来るものに

支援すべき。今でも制度化されているようですがブロック塀の撤去費

用補助制度を広報し進められると良い。 

道路閉塞のリスク低減につながる生け垣、柵への誘導は

防災上有効であると考えておりますが、法律に基づく一定

の安全性を確保した塀について、市内全域で一律に法律以

上の規制をかけることは難しいものと考えております。 

また、ブロック塀の撤去費用補助制度については、新た

な取組による後退用地の寄附の促進にあわせて、モデル地

域内の対象住戸への書面配布等により、効果的な周知を行

ってまいります。 

Ｄ 

１４ 

後退用地を寄附した場合の影響やメリット・デメリットが分かりに

くいため、わかりやすく説明して欲しい。 

 

寄附については、狭あい道路沿いで建て替え前に実施す

る「狭あい道路拡幅整備協議」における周知やモデル地域

内の対象住戸への書面配布等により内容について丁寧に御

説明し、皆様の御理解と御協力を得ながら進めてまいりま

す。 

Ｄ 

 

１５ 

狭あい道路でセットバックした部分を市に寄附する場合について

は、モデル地域では寄附に必要な整備や図面作成などを市がやってく

れるとなっている。 

しかし、モデル地域以外では今の助成金は撤去費しか出ないとのこ

とで、寄附をする際の負担が大きいと思う。図面作成等にかかる費用

についても、少しでも負担が軽くなるような仕組みがあれば、寄附に

協力しやすくなるのではないか。 

本市では、寄附手続に関する申請者の負担軽減や手続期

間の短縮等を図る新たな取組について、重点地域での本格

実施に先立ち、今年の秋から３年半程度、モデル地域で試

行し、効果検証を行うこととしています。 

モデル地域外については、モデル地域における取組の効

果や課題を検証しながら、検証の期間内であっても実施で

きるものについて対応することも考えております。 

Ｄ 

１６ 

近くで戸建て住宅が何棟か建ったが、後退用地が庭と同じ見た目に

なっていて、物が置かれていたり、車がはみ出している。 

モデル地域に限らず、後退用地は責任をもって市が管理すべきだと

思う。 

後退用地が寄付されない場合、その部分は私有地である

ことから、維持管理は土地所有者が行う必要があります。

支障物の設置や車の駐車などにつきましては、建築基準法

の規制対象とはなりませんが、建て替え時等の「狭あい道

路拡幅整備協議」等を通じて、後退部分の適切な管理につ

いて周知を行っています。 

Ｄ 
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No. 意見（要旨） 本市の考え方 対応区分 

１７ 

ある東京の行政区では、新築要請が出た狭あい道路の建築では、行

政側の費用で２ｍの道路整備を直ちに実施していると聞いており、川

崎市も見習ってほしい。 

モデル地域で試行実施する新たな取組については、他都

市における先進的な取組も参考としながら、効果や課題等

を踏まえて検討を進めてきたところです。これらを踏ま

え、寄附の促進や本市による整備等を組み合わせた制度と

して整理しており、重点地域における本格実施に先立ち、

モデル地域で試行し、効果検証しながら取組を進めてまい

ります。 

Ｄ 

１８ 

後退用地の舗装も自主整備すると費用が掛かるため、建築審査課も

自主的に動いて建築主側に働きかけてほしい。 

補助金制度がある地区では、行政が各地域を巡回して外壁撤去等の

広報活動をやってほしい。書面の広報だけでは、住民側は動かない傾

向にある。いつ甚大な災害が起こるが分からず、消防車や救急車の侵

入が出来ない現状を憂いている。 

後退用地の舗装制度や寄附制度、助成制度については、

狭あい道路沿いで建て替えを行う前に実施する「狭あい道

路拡幅整備協議」において、制度の周知を行っているとこ

ろです。 

モデル地域で試行実施する新たな取組については、後退

用地の寄附の促進にあたり、モデル地域内の対象住戸への

書面配布などにより、効果的な周知を行ってまいります。 

Ｄ 

１９ 

狭あい道路において、未セットバックの建物や電柱等のインフラ設

備により道路幅の改善につながっていない場合があり、車両の通行や

安全面に支障が生じている。また、電柱移設には住民側に大きな費用

負担が伴うことから改善が進みにくく、インフラ設備の改善に対する

支援や、行政・事業者・住民による円滑な調整の仕組みを強化し、行

政がより積極的に対応する必要がある。【ほか同趣旨１件】 

モデル地域で試行実施する新たな取組では、公道内に設

置されている電柱について、寄附予定の後退用地内や宅地

内への移設を行う場合に、本市が電柱事業者との調整を行

い、移設の依頼を行う予定としております。 

これらを進めるにあたっては、行政、電柱事業者、住民

の連携が重要であることから、関係者間の円滑な調整を図

りながら、支障となっている設備等の改善に努めてまいり

ます。 

Ｄ 

２０ 

狭あい道路対策の取組には賛成であるが、道路幅が狭く車両の通行

に支障が生じており、生活に不便が生じている。また、一部で後退用

地にフェンス等が設置されていることが通行の支障となっているた

め、行政による適切な指導の徹底が必要である。【ほか同趣旨３件】 

 

モデル地域で試行実施する新たな取組においては、後退

用地の寄附による公道化を進めることにより、道路として

確実に管理される通行空間の確保を図るとともに、効果の

検証を行いながら取組内容を決定した上で、重点地域にお

いて本格実施してまいります。 

Ｄ 
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No. 意見（要旨） 本市の考え方 対応区分 

なお、後退した部分にフェンス等が設置され、通行空間

の確保に支障が生じている場合には、現地の状況を確認

し、必要に応じて適切に指導等を行ってまいります。 

２１ 

災害時の避難、緊急車輌等の侵入に支障となる生け垣、自動車、自

動販売機などについて設置・放置、常用使用を規制すべきである。 

電柱についても支障になるので２項道路であっても地中化を進める

べきである。 

この問題は狭あい道路だけでなく上・下水道、電気、ガス等ライフ

ライン工事で頻繁に掘削整備される際、同時施工し全市、特に都市部

の電線地中化は早急に進めるべき。 

後退用地への自動車の駐車や生け垣、自動販売機等の設

置等については、建築基準法上の規制対象となっていない

ことから、本市としては、建築基準法による規制に上乗せ

して規制を加えるのではなく、後退用地の寄附を促進して

公道化を進め、後退用地を市が管理することで支障物の設

置防止を図るとともに、制度の周知・啓発等を通じて皆様

の御理解と御協力を得ながら拡幅整備を推進してまいりま

す。 

また、電柱の地中化については、「川崎市無電柱化推進

計画」に基づき、整備を進めているところです。本推進計

画では、「安全で快適な歩行空間の確保」「都市防災機能

の向上」「良好な都市景観の形成」といった基本的な考え

方の基、「主要駅周辺」「区役所周辺」「バリアフリー重

点整備地区」「緊急交通路等」「景観計画特定地区・都市

景観形成地区」を重点エリアとして設定し、無電柱化の対

象路線を定めて整備を推進しています。 

Ｄ 

２２ 

狭あい道路の拡幅実施にあたってもっとも効率的なのは新築・建て

替え時に建築主への誘導を図り、外構工事と一体で施工を行うことか

と思われます。 

現在、建築確認申請は民間確認申請機関が広く普及していますが、

川崎市として、それらに対し今までどのような周知や誘導を実施して

きましたか。また、建築主だけではなく設計事務所や施工会社（工務

店、ハウスメーカーや外構業者）にこれまでどのような周知を実施し

てきましたか。実施済みの内容を具体的に明示して下さい。 

本市においては、これまでも民間確認検査機関に提出さ

れるほぼ全ての確認申請について、確認申請前に狭あい協

議を行っております。狭あい協議の実施にあわせて、申請

の代理人である設計事務所やハウスメーカー等へ制度の周

知を図っており、現在は電子申請による受付の際に関連制

度を案内し、建築主に制度内容を確認していただくことと

しています。なお、新たな取組による後退用地の寄附の促

進にあたりましては、モデル地域内の対象住戸への書面配

布等により、効果的な周知を行ってまいります。 

Ｄ 
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No. 意見（要旨） 本市の考え方 対応区分 

２３ 

狭あい道路の拡幅整備の必要性で建築物の建て替えの際に、建築主

等の理解と協力の下で進めていると記載されています。 

非合法に建てられた建築物・工作物は勿論、通り抜けに支障となっ

ている土地について市が買い取り、公道化することも必要かと思う。 

空き家対策も含め防災上必要なことは積極的に進めないと将来に禍

根を残す。 

土地区画整理による代替地提供も解決の一つになるのではないか。 

二子地区は多摩川の氾濫による水害が予想されており、車椅子も通

れず避難に支障が出てからでは遅いので市が率先して指導してほし

い。 

 

２項道路の後退用地は、建築基準法上「道路」の一部に

なっており、法律の趣旨を踏まえると、後退部分は所有権

に関わらず、道路として維持管理されることが想定されて

いる部分となります。着実に拡幅を進めるため、本市とし

ては、寄附に伴う負担の軽減や手続期間の短縮等を図る新

たな取組により、寄附を促進し、公道化して市が維持管理

を行う方向で進めていきたいと考えております。 

土地区画整理事業は、道路や公園等の公共施設と宅地を

一体的に整備し、健全な市街地の形成を図る面的な整備手

法であり、事業の実施にあたっては、一定範囲の区域設定

や地権者間の合意形成を伴うことから、相当の期間と事業

費を要します。一方、狭あい道路対策事業は、建て替え等

の機会を捉えながら後退用地を整備することで車両通行の

円滑化や震災時の道路閉塞の防止等を図る取組であり、既

存市街地に広く点在する狭あい道路の解消に向けては、

個々の道路の状況や沿道土地所有者の協力により進めてい

くことが有効と考えており、今後も、モデル地域で試行実

施する新たな取組を踏まえ、より効果的かつ着実に事業を

推進してまいります。 

なお、二子地区はモデル地域候補の一つに位置付けてお

ります。 

Ｄ 
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③モデル地域の選定に関すること（４件） 

No. 意見（要旨） 本市の考え方 対応区分 

２４ 

ガイドマップかわさきには建築基準法上の道路種別が色分けして

あります。今回の資料によると狭あい道路延長は約４００㎞との記

載があり、ほぼ全市にわたっていることがわかります。国土交通省

のガイドラインでも指定道路調査調書の作成やＧＩＳによる分析、

更に現地調査によってその精度を高める手法について記載されてい

ます。川崎市はＧＩＳ等の調査を行っていますか？ 

また既に後退されている道路は何キロありますか？ 

川崎市内において道路扱いされていない道の延長は何キロありま

すか？ 

モデル地域を選定する前に、国土交通省のガイドラインに従って

まず全市の調査が先決ではありませんか。 

本市においては、建築基準法上の道路種別について、Ｇ

ＩＳを活用した指定道路図の作成・管理を行っており、ま

た、ＧＩＳ等を活用して市内の状況把握や現地調査を行い

ながら、重点的に整備を進める地域や路線の検討を進めて

いるところです。 

また、狭あい道路については、建て替え等に伴う後退や

その後の管理状況等により状況が変化するため、後退延長

を継続的に把握することは困難であると考えております。 

建築基準法上の道路として扱われていない道について

は、個別の相談等に応じて判断しているため、総延長につ

いては把握しておりません。 

Ｄ 

２５ 

今回の新たな取組をモデル３地区のみに限定するにあたり、他

区・他地域と比較可能な道路閉塞確率や延焼危険度、狭隘道路の密

集度などの客観的データが一切公表されていない。 

客観的かつ厳格な基準を示さずに特定地域のみに助成やサービス

を限定することは、合理的な理由を欠く区別であり、行政法上の

「平等原則」「公平原則」に反する疑念がある。 

また、建築計画概要書の閲覧システムや耐震改修事業、国勢調査

等のデータの活用により地域の実態把握は可能と考えられることか

ら、速やかに選定指標及び客観的データを全市民に開示し、不公平

感を是正すべきである。【ほか同趣旨１件】 

モデル地域の選定については、国のガイドラインで示さ

れている重点地域の考え方を参考とし、以下の手順で選定

しております。 

① 災害時の道路閉塞リスクの高い町丁目等を抽出 

② 狭あい道路の数が少ない地域等を除外 

③ 近年の狭あい協議件数が多い地域を選定 

上記の考え方については、パブリックコメントの関連資

料としてお示ししておりますので御確認ください。

（https://www.city.kawasaki.jp/templates/pubcom/500/000018

6377.html） 

なお、個別地域に係る詳細な数値や、検討過程において

抽出された地域等を公表することについては、今後選定す

る重点地域の候補であるとの誤解や、地域住民等に不要な

混乱を招く恐れがあることから、現時点では公表を控えさ

せていただいております。 

Ｄ 

https://www.city.kawasaki.jp/templates/pubcom/500/000018
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No. 意見（要旨） 本市の考え方 対応区分 

２６ 

無接道や未指定通路が多く建て替えが困難な池上町のような地域

は防災上最も危険なエリアであるにもかかわらず、本市の狭あい道

路対策が建築基準法第４２条第２項道路に限定され、モデル地域に

も含まれていない点に課題がある。 

また、防災まちづくり推進課が本年３月２５日に公表した「川崎

市密集市街地における防災まちづくり推進計画（案）」のパブリッ

クコメントのおける市の考え方は「合意形成に向けた適切な支援を

行う」とされているが、その具体的な支援方法を明示すべきであ

る。 

本市の狭あい道路対策事業は、着実な拡幅整備が期待で

きるものとして、建て替え時に道路後退義務が生じる２項

道路を対象として取組を進めています。 

 なお、本事業の実施にあたり参考としている国の狭あい

道路対策に関するガイドラインについては、２項道路を対

象として策定されています。 

モデル地域の選定については、国のガイドラインで示さ

れている重点地域の考え方を参考とし、以下の手順で選定

しております。 

① 災害時の道路閉塞リスクの高い町丁目等を抽出 

② 狭あい道路の数が少ない地域等を除外 

③ 近年の狭あい協議件数が多い地域を選定 

また、当該地区については、地権者、町内会、行政が連

携し、パトロールなどにより、まちの現状の把握に努め情

報共有を図っておりますが、お住まいの方々と地権者間の

合意形成につきましては、個別の依頼内容に応じて、行政

として提供可能な支援を行ってまいります。 

Ｅ 
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④その他（３件） 

No. 意見（要旨） 本市の考え方 対応区分 

２７ 

現在空き家となっている土地について、セットバックやブロック塀

の撤去など道路拡幅に協力することが可能であり、後退用地の寄附に

ついても検討している。 

モデル地域で試行実施する新たな取組においては、寄附

の促進による公道化を進め、市が管理することで、より確

実な通行空間の確保を図ってまいります。 

なお、後退用地の寄附に関する取扱いは、道路の状況や

土地の条件等に応じて個別に判断する必要があることか

ら、寄附に関する御相談については個別にお受けしており

ます。 

Ｂ 

２８ 

新たに市が推進する狭あい道路対策事業（建築基準法第４２条第２

項道路の整備、道路後退用地の確保、災害時の避難・消火活動の円滑

化等）に深く賛同し、事業の円滑な推進に寄与したいと考えておりま

す。 

提供可能な技術的支援および協力内容については以下のとおりです。 

（１）現況測量・境界確定支援 

（２）用地測量・用地取得に関する技術支援 

（３）災害リスク評価に資する地形・地物データの提供 

（４）住民説明の技術的サポート 

（５）デジタル技術を活用した事業効率化支援 

上記の支援を行うことで、以下の効果が期待される 

・狭あい道路の現況把握の精度向上 

・用地取得の迅速化と紛争リスクの低減 

・災害時の避難・消火活動の安全性向上 

・住民理解の促進による事業推進課の加速 

・デジタル技術による長期的な道路管理の高度化 

・災害復旧活動の早期化 

狭あい道路対策は、地域の安全性向上と都市の防災力強化に不可欠で

あります。 

専門的な視点による各種技術の活用については、狭あい

道路の整備を進める上で有効と考えており、いただいた御

意見を参考としながら取組を進めてまいります。 

 

Ｂ 
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No. 意見（要旨） 本市の考え方 対応区分 

２９ 

今回のパブリックコメントの募集については、川崎市のパブリック

コメントのトップページの「意見募集をしている政策等（行政計

画）」のページに本件が掲載されておらず、同ページからは内容を確

認することができなかった。一方で、他の政策（向ヶ丘遊園南側まち

づくり方針（案））は当該ページに掲載されている状況だった。 

その後、「意見募集をしている政策等（条例等）」のページから本

件を確認することができましたが、パブリックコメントのトップペー

ジに掲載されていないことから、市民にとって分かりにくい状況であ

る。 

そのため、建築審査課に対し掲載場所の見直しや募集期間の延長に

ついて申し入れを行いましたが、募集期間中における改善はなされな

かった。 

建築審査課のこのような頑な姿勢は結果的に広聴という市民が意見

を言う機会を奪っており、容易に今回に意見募集件数が少ないことが

予想できる。この点建築審査課はどのようにお考えでしょうか？回答

を頂きたい。 

パブリックコメントにつきましては、案件の内容に応じ

て分類しておりまして、本件は、制度内容に関するもので

あることから「条例等」としております。市ホームページ

への掲載につきましては、上記の分類に基づいておりまし

て、今回いただいた御意見はパブリックコメント制度を所

管する部署と共有し、より良い制度運用の参考とさせてい

ただきます。 

Ｅ 

 


